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近時の労働立法と企業実務への影響
廣 石 忠 司
はじめに
昨今労働関係法制の新規立法，あるいは改正が相次いでいる。この中には当然
のことながら政策的要請から求められるものもあるが，従来の裁判例をまとめた
だけのものも存在する。そして誤解を恐れずにいえば，企業の実務を混乱させる
だけのものもあるように思われる。
本稿はこうした近時の労働立法の特徴をもとに分類し，あるべき労働法規制を
考察するものである。
１．従来の判例を整理した立法―労働契約法―
内容の確認
この分類には労働契約法が該当するであろう。条文自体は１９カ条と短いが，こ
れまで裁判例上確立していた様々な概念や議論されてきた内容が条文化されてい
る。列挙すると使用者の安全配慮義務（５条），就業規則の法的意味合い（７条），
就業規則の変更（９条，１０条），出向（１４条），懲戒（１５条），解雇（１６条）期間
の定めある契約（１７条）がそれである。安全配慮義務は陸上自衛隊八戸駐屯地事
件（最三小判昭和５０．２．２５ 民集２９巻２号），就業規則は秋北バス事件（最大判昭
和４３．１２．２５ 民集２２巻１３号），第四銀行事件（最二小判平成９．２．２８ 民集５１巻２
号）など，出向は新日本製鐵（日鐵運輸）事件（福岡高判平成１２．１１．２８ 労判８０６
号），懲戒は関西電力事件（最一小判昭和５８．９．８ 労判４１５号），解雇は高知放送
事件（最二小判昭和５２．１．３１ 労判２６８号），期間の定めある契約の雇い止めに関
しては東芝柳町工場事件（最一小判昭和４９．７．２２ 民集２８巻５号）といった各判
決が出され，実務上もほぼ定着している。その内容をとりまとめたものといって
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よい。
実効性
しかし，それですべての事件が解決するか，といえばそうはいかない。一例と
して安全配慮義務に関する第５条を参照すると「使用者は，労働契約に伴い，労
働者がその生命，身体等の安全を確保しつつ労働することができるよう，必要な
配慮をするものとする」とされているが，「必要な配慮」とは何かは明らかでな
い。どこまで「配慮」すれば使用者はこの安全配慮義務を果たしたことになるの
か，明確でないのである。これも致し方ない面がある。本法の条文は各裁判例の
一般論を述べたところを抽出した形になっており，個別具体的な事例には踏み込
んでいないからである。そのため，企業実務の現場では，「必要な配慮」をめぐ
って労使が争うということにならざるをえない。
解雇における「社会通念」の内容，出向における「諸事情」といった文言も同
様の問題を含んでおり，結局は各事案の内容に左右され，最終的には裁判所の判
断に委ねることとなる。結局従来の枠組みと全く変わるところはなく，すくなく
とも労働法専門家の間では新規立法の意義は薄いものといえよう（この見解と反
対に労働契約法の重要性を述べるものとして山川（２００８）など）。
立法のプラス面
それでは全く意味がない法律かといえば，利点もたしかに存在する。裁判例は
法律の専門家なら知っていなければならないものであるが，法律に疎い者はそう
はいかない。安全配慮義務や解雇権濫用の法理など，これまで条文化されていな
かった内容は法律の形をとったために周知されるという点もあり，法律家以外の
者にも理解されやすい。裁判例や法理論を説くよりも，条文を参照させれば根拠
が明確になるからである。
残された課題
労働契約法の立法過程においては様々な議論がなされた。日本型ホワイトカラ
ーエグゼンプション制度の導入，解雇の金銭解決といった問題がそれである。し
かしながら，いずれも労働側の抵抗により成案には導入されなかった。日本の労
働立法の内容は厚生労働省の「研究会」での専門家の議論をふまえてのものがほ
とんどである。それを一種のたたき台として公労使の三者構成による審議会にお
ける議論を経て成案化される。つまり公労使の意見が一致しない部分は法律にま
とまらないこととなる。
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こうした状況がわざわいして，「無難な」ところで合意が形成され，それが法
律として制定されるため，施行される法律はいわゆる玉虫色の解釈が可能な部分
も多い。この労働契約法もその例外ではない。今後日本型ホワイトカラーエグゼ
ンプション制度の導入，解雇の金銭解決については別のところで検討されること
になろう。なお，これらの問題の詳細についての議論は別の機会に譲りたい。
２．従来からの問題を解決する新規立法
（１）個別労働関係紛争解決促進法
概要
従来から集団的労働紛争の解決にあたっては，労働関係調整法が存在しており，
労働委員会によるあっせん，調停，仲裁といった制度を利用することが可能であ
った。しかしながら個別労働関係紛争，すなわち解雇，賃金など労働者と使用者
の間における労働契約に関する紛争については，このような第三者機関による仲
介制度は存在しなかった。かろうじて労働基準監督署に対する労働者の申告や都
道府県が設置している労政事務所などの相談機関が使用者を指導するという事実
上の仲介がなされているにすぎなかったのである。しかも労働基準監督署では労
基法違反が存在しないと動くことはできないなど，法的な裏付けを持つ強制力は
ほとんど存在しなかった。たとえば，解雇されてもそれが無効であるか否か相談
を受けた当局は判断することはできなかった。労政事務所など地方自治体はさら
に法的には無力であった。
そのため法的に争うためには民事訴訟を提起せねばならなかった。その結果，
一審から最高裁まで審理を行っていると，事件発生から２４年かかる事案も出てき
た。昭和４２年（１９６７年）の事件に対し最高裁判決が平成３年（１９９１年）に出され
たという日立製作所武蔵工場事件がその例である（最一小判平成３．１１．２８ 民集
４５巻８号）。これでは時間・費用がかかるばかりでなく，当事者双方の心理的負
担も大きい。
これに対して簡易・迅速な解決を望む声を受け，都道府県労働局に紛争調整委
員会を設け，あっせんを行わせる法律が平成１３年に制定された。これが個別労働
関係紛争解決促進法である。
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実効性
この制度は筆者の感覚ではかなり多く利用されており，平成２０年度では１．総合
労働相談件数：１，０７５，０２１件（７．８％増＊），２．民事上の個別労働紛争相談件数：
２３６，９９３件（１９．８％増＊），３．助言・指導申出受付件数：７，５９２件（１４．１％増＊），４．
あっせん申請受理件数：８，４５７件（１８．３％増＊）【＊増加率は，平成１９年度実績と
比較したもの。】（厚生労働省平成２１年５月２２日発表）となっている。いわゆるリ
ーマンショックに基づく不況の影響もあろうが，総合労働相談が１００万件を突破
したのは初めてである。しかもその中で３０万件あまりは事業主からの相談である。
おそらく各労働局が労働相談センターを設けたりして，広報活動に力を注いだ
ことも大きく影響しているのであろう。気軽に相談できる，ということが重要な
ポイントのように思われる。
限界
個別労働紛争に対して都道府県労働局ができることは上記の通り，労働局長か
らの助言・指導と紛争調整委員会によるあっせんである。そしてこれらに従わな
かったからといって，罰則は存在しない。結局事業主から無視されればそれ以上
打つ手はないのである。
こうした状況もあずかって新設されたのが労働審判制度である。
（２）労働審判法
概要
労働裁判は前述したとおり時間も費用もかかる。そのため，簡便な裁判所の活
用法として新設されたものである。通常の裁判は裁判官３名で行われるが，労働
審判は裁判官である審判官１名と裁判官以外の労働関係専門家である審判員２名
からなる「労働審判委員会」が行う。この委員会が原則３回の審判期日で「審判
書」を作成することになる。この審判書は当事者が同意すれば裁判上の和解と同
一の効力を有する。
審判員は通常労働組合や人事労務を経験した専門家が関与するため，実務的に
妥当な結論が出されることが多いといわれている（筆者聞き取り）。そして３回
で結論が出るので当事者の負担も少ない。そのために利用件数も増えており，平
成２０年度では，労働関係民事通常訴訟事件の新受件数 ２，４４１件（平成１９年２，２４６
件）に対して労働審判事件の新受件数 ２，０５２件（平成１９年１，４９４件）（ともに全
国地方裁判所）と訴訟件数より労働審判事件の方の伸び率が高くなっている。
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限界
この制度も労使の両当事者が審判書に同意しないと意味をなさない。どちらか
一方または双方が同意しない場合には通常裁判に移行する。また，３回の審判で
は結論を出すことが難しいと判断された事件では最初から通常裁判に回される。
つまり争点がはっきりし，しかも双方に譲歩の余地があるような事案に適した制
度といえよう。
また，労働者から一方的に審判の申立がなされるため，第一回期日までに使用
者側が防御面の理論的検討をする時間や証拠収集が不十分であるという意見も弁
護士から聞くことができた。
３．従来の施策では不十分として改正された法律
（１）労働基準法
改正の概要
従来から法定時間を超える時間外労働を行った労働者には労基法上時間外労働
の割増賃金を支払う必要があった（３７条）。ただしこれは２５％以上としか定めが
されなかったため，アメリカの５０％以上などと比較して事業主に対する時間外労
働抑制効果は低いという議論がなされていた。これに対して，法定労働時間を月
６０時間を超えて労働させた場合にはその部分に５０％以上の時間外割増賃金を支給
することと改正された。
同時に代替休暇制度が新設された。詳細は煩雑に過ぎるので省略するが，労使
協定を結べば６０時間超の時間外労働に「換算率」という概念を乗じて８時間に達
した場合には１日休暇を与え，その分の時間外割増賃金は２５％でおさめることが
できるというものである。
また，年次有給休暇の消化率が５０％を下回り続けていることを問題視し，年次
有給休暇取得促進を図るため，労使協定を定めることにより，１時間単位で年次
有給休暇を取得することができるようになった。
実効性
法定労働時間を大幅に超過して労働するという状況はどのようなものであろう
か。通常は業務が一度に大量に押し寄せ，処理が困難な事態であろう。こうした
ときには，時間外割増賃金を５０％に増額したとしても，使用者は労働者に時間外
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労働命令を出すことを躊躇するであろうか。代替の非正規従業員を雇用すること
も考えられるが，その大量な業務が数ヶ月の短期間で終了するかどうか判断しに
くい場合にはこの方策も採りにくい。結果として，５０％以上に割増率を引き上げ
ても時間外労働短縮には直結しないというのが筆者の結論である。
同様に代替休暇制度や時間単位年休もその計算は甚だしく煩雑で，しかも導入
には厳しく規制がなされている。これでは企業として導入するモチベーションに
はつながらないであろう。
（２）育児介護休業法
概要
男性の育児休業取得率が低いことは従前から議論されていた。厚生労働省の平
成２０年度雇用均等基本調査によれば男性の育児休業取得率は１．２３％と前年度の
１．５６％より低下している。そして引き続いての少子高齢化への対策といった観点
から，育児介護休業法も改正された。その要旨は，３歳までの子を養育する労働
者に対する短時間勤務（６時間）制度の創設，３歳までの子を養育する労働者に
ついて申出により所定外労働の免除を制度化，子の看護休暇の拡充，配偶者が専
業主婦（夫）だった場合の適用除外などである。
実効性
男性が育児休業をなぜ取得しないのか。その理由は多岐にわたるだろうが，大
きな点はやはり賃金の男女格差にあるのではないかと推測している。基本的に育
児介護休業は無給とされている。すると賃金が低い者が休業する方が合理的な選
択である。
また，短時間勤務正社員の制度化などは，その制度利用者が担当している業務
を誰が担当するかという切実な問題がある。同僚が分担するのか，短時間労働の
非正規従業員を採用するのか，分担する場合には分担した同僚の業務量は絶対的
に増えてしまう。非正規従業員の採用は，復帰時の雇い止めが可能か，という問
題が生じてくる。いずれにしても現場の管理職は業務遂行上大きな負担を感じる
ことであろう。
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４．企業実務への影響
（１）何のための法律改正・制定か
趣旨通り活用されている例
以上，最近の労働法制の変化について概観した。その結果，紛争解決の二つの
制度，労働局の紛争解決制度と労働審判制度は比較的趣旨通り運用されているよ
うに思われる。ただしこのことは企業実務として必ずしも歓迎すべきことではな
い。労働局や裁判所に出頭し，労働者と攻撃・防御を行い，自らの主張を貫徹す
るためには弁護士に依頼することが通常であろうし，証拠の収集という労務管理
の側面から労働者の言動を把握しておくなど金銭的・精神的負担が大きいからで
ある。
大企業なら顧問弁護士の活用も考えられるが，中小企業では顧問弁護士が存在
するとは限らない。特に労働問題は専門の弁護士に依頼すべきポイントも多い。
事件が起こってから弁護士に依頼するケースなどは時間的余裕も少ない。
もっとも，逆に紛争状態になった場合，使用者側から労働側に対して紛争解決
の諸制度を活用する可能性も出てくる。労働問題は感情が入り込み，第三者の判
断を得た方が意味ある解決になることが多いからである。
ほとんど影響を与えないと思われる例
労働契約法の内容は人事スタッフが充実している企業ではすでに常識となって
いるケースである。労働基準法では煩雑な作業になると思われる部分では労使協
定に委ねられており，労使協定を締結しなければ問題は避けられる。このように
考えると，これらの立法や改正内容などはおそらく形骸化するのではなかろうか。
ただし，労働契約法は従来の常識を文章化することに意味があったとするなら，
それは企業実務には影響をおよぼさないことを前提とするものと考えることもで
きる。なお，労働契約法では就業規則による労働条件の変更を明文化したことは
使用者側にとり意味があるとの見解も存在する。
検討を要する分野
育児介護休業法への対応は難しい点もあるが，法改正とは別の次元で育児休業
などを取得しやすい組織風土の構成，業務分担の見直しを行うべきである。そう
でないと優秀な女性が退職せざるを得なくなる可能性が生じるからである。今後
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の少子高齢化に対する一つの対応策は女性の戦力化である。そのためには法改正
が仮に行われなくとも女性が辞めなくてすむ状況を作り上げることは企業にとり
必要な課題といえよう。
法改正・立法は必要だったのか
以上のように考察すると，企業実務の側面からは煩雑さばかり増えるという印
象である。労働審判などの紛争解決手続関連の法制度は活用できるであろうが，
本来はこうした第三者機関に解決を委ねるのではなく，労使で自主的な解決を図
るべきであろう。そうした成熟した個別的労使関係もふくめた労使関係の構築が
先決であることを強調しておきたい。
（２）今後の法改正
民主党政権になってから，労働者派遣法の改正問題が急浮上してきた。現段階
では必ずしも内容は明らかでないが，製造派遣や登録型派遣制度の廃止が報道さ
れている。これが正しいとするならば，企業経営に極めて深刻な影響を与えるの
ではないかと懸念するものである。本来派遣労働者や非正規従業員は正社員を守
るための縁辺労働力として位置づけられてきた。必要なときに必要な人数を確保
するという趣旨であった。その意味からすると「派遣切り」という言葉はマイナ
スの意味合いではない。企業として不況になれば当然行うべき施策といえる。
これらの制度廃止により直接雇用が増えるという見方もあるが，雇い止めの面
倒さを考えると，かえって製造業は日本を離れ，外国に移転するのではないかと
いう思いをぬぐえない。
（３）まとめ
労働法規制で企業の行動は変わるだろうか。古くは男女雇用機会均等法制定に
よってコース別雇用管理が大企業に導入されたが，その企業の中にはコース別雇
用管理を廃止するところも出てきた。しかし，内実を聞くと男女差はなお存続す
るケースも多いようである。本稿で概観した労働法制の限りでいえば，男女雇用
機会均等法ほどに企業に影響を与え，企業の行動に変化を促すようなものは見あ
たらないと言わざるをえない。
前述したとおり労働法の立法過程には労使の合意が必要であるため，中途半端
なものにならざるを得ず，決定的な企業の行動の変容は起きないのが当然ともい
えるが，それでは何のための立法であり改正であるのか，根本的な問題に立ち戻
って考えなければならないのではなかろうか。
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